












も知れませんが、 f韓国近代教育史』、 f 日中教育































































































































































































































































はすでに 1924 年 2 月の「証ー出淵協定」および






































































































































料 (11）一②に見るとおり 1927 年 2 月「江漢高級

















開します。しかしこれも束の問、翌 28 年 5 月に
は済南事件が起こり、再び休校措置を取らざるを
得ません。学校がようやく本格的に再開するのは





































く。そのため学校当局も 1929 年には入学定員 50
名の枠を半分にせざるを得ませんでした。
こうした苦境を乗り切るため、東亜同文会本部


















































































































①上海同文書院付設中華学生部： 1920 年 9 月
4 年制商務科
②設立場所の変更
1. 天津同文書院： 1921 年末






3.修業年限 4 年→ 1923年学制改革に対応、 3 ・
3 制に切り替え
(3）促進要因 3. 三校の相違点
































































































































































































｛出所）外務省記録 f東亜同文会関係雑纂j 第 3巻
差益_fil_帝国議会における対華教育方策に関する建議など
①建議の流れ（1918 ～ 1923 年）
29 
1918 年（大正 7) 第 40 議会 「支那人教育ノ施設ニ関スル建議案J (3/20) 
「日支文化ノ施設ニ関スル建議案」（3/23)
1920 年（大正 9) 第 43 議会 「支那共和国留学生ニ閲スル質問主意書」（7/19) 
1921 年（大正 10) 第 44 議会 「支那共和国留学生教育ニ関スル決議案」（3/24)
1922 年（大正 11) 第 45 議会 「義和国賠償金還付ニ関スル建議案」（3/6)
「対支文化事業施設ニ関スル建議J (3/9) 
1923 年（大正 12) 第 46 議会 「対支文化事業特別会計法J 議決（3/30)









（出所l r大日本帝医議会誌j 第 11 巻、第 40 回帝国議会衆議院、 1929 年
宜担」呈L開設当初の東車同文会系三学校の概況
①東亜同文書院中華学生部（1920 年 9 月発足）
l. 設学趣旨：「本書院興学ノ主旨ニ基キ中国学生ニ授クルニ高等実業専門ノ学科ヲ以テシ道徳ヲ尊重シ
学術ヲ精研シ人格高尚智識優秀ナル人才ヲ養成スJ
2. 学科編成：商務科（修業年限 4 年）
1921 年本院の昇格（日本専門学校令）に伴い、修業年限を 5 年に延長（予科 l 年、本科 4 年）
3. 入学資格：中学卒業程度
4. 教授陣：東亜同文書院スタッフ（部長：大村欣一教授）
















5. 生徒定員： 200 名





















（出所）外務省対支文化事務局「対支文化事業特別会計法説明」 1923 年 3 月『東方文化事業調査会配付資料関係雑集j
堂社JQ1_教育権回収運動運動の展開


















































































































































(1) 1926.10 広東国民政府 f私立学校規程J r学校立案規程J r私立学校校董会設立規程J
(2) 1928.2 国民政府大学院 f私立学校条例j f私立学校董事会規程J
(3) 1929.8 国民政府教育部 f私立学校規程j













CH＇，所）多賀秋五郎編『近代中国教育史資料j 民国縞（,i1 ）、 1974
資料（11 ）武湊政府下の江漢中学校


























院関係雑件j 第 3 巻
資料（13）「東亜同文書院特設予科ノ中止理由」（1931 年 8 月）
一、日本学生ノ教育完成ニ全力ヲ用ユルコト。
36 
二、従来予期ノ成績ヲ挙ルコトヲ得ス。因テ支那人ノ教育ハ之レヲ天津・漢ロノ両学校ニ於テ完
成ノ方針ヲトルコト。
三、支那ノ学生間ニ往々存在スル危険思想カ日本学生ニ影響スル倶アルコト。
（出所）牧野東!lli同文会長より坪上文化事業部長あて報告、 1931.8.15、向上
